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第６章 農山村におけるムスリムフレンドリー観光の
現状と課題 

  
寺野 梨香・佐藤 真弓・古橋 元  

 

１．はじめに 
 

新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大や感染拡大防止のための渡航制限等により，

我が国のインバウンド観光は低迷し続けている。とはいえ，人口減少・少子高齢化に直面

する我が国において，インバウンド観光による地域活性化に期待するところは大きく，本

稿では，多様な宗教や文化をもつ外国人観光客の誘致を進める農山村地域の動きに注目す

る。具体的には，世界全人口の約 4 分の 1 を占めるムスリム（イスラム教徒）の宗教や文

化，生活習慣等へ配慮したムスリムフレンドリー観光を取り上げる。多様な宗教・生活習

慣への対応は持続可能な観光に向けた課題の一つでもあり，その現状や課題を把握するこ

とはアフター・コロナにおいて有益である。 

ムスリムの生活規範を示す概念には，神のみが定めることのできるハラール（許され

たもの）やハラーム（禁じられたもの）がある。ムスリムが人口の多数を占めるイスラム

国家では，イスラム法で許された（ハラール）商品であることを示す認証制度が食の分野

を中心に発達している（多和田，2012）。こうした認証制度に対して賛否はあるものの，

食品の提供においてハラール性を担保する「ハラール認証が食品産業において制度化」

（阿良田，2020:47）されている。最近では，ムスリム市場の拡大を背景に，非ムスリム

国家においても食品メーカー等がハラール認証制度を用いた商品やサービスを提供する動

きが広がっている。例えば，マレーシアのイスラム開発局（JAKIM）が相互認証してい

る海外の認証団体は，46 か国 84 団体に及ぶ（JAKIM, 2020）。 

近年，ムスリムの生活規範に配慮した取組は，食品産業にとどまらず観光産業にも広

がっている。例えば，マレーシアでは，2015 年に観光分野においてムスリムフレンドリ

ー規格 MS2610:2015（“Muslim Friendly Hospitality Services”）(1)が初めて導入された。その

対象範囲は，施設内のレストランや調理場，ジムやプール，スパ施設等の宿泊施設内の各

種設備やサービスに及んでいる。こうした観光分野におけるムスリム対応の取組は，ヨー

ロッパや東アジアの非ムスリム国家にも広がりつつある。観光産業におけるムスリムへの

対応は，各事業者等が可能な範囲でムスリムの生活習慣や文化に配慮する際の基準を設け

ているという点で，ハラール性を担保するために,食品産業が取得するハラール認証とは

異なる側面がある。 

ムスリムフレンドリー観光は，農村観光との親和性が比較的高いと考えられる。ムス

リム観光客は歴史や文化，食に関心が高いという調査結果があり（日本政府観光局，

2016:3；地域計画建築研究所，2020:5-3～5-4），自然環境を含めた多様な地域資源の活用
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が可能な農山村地域では，ムスリム観光客のニーズに応える潜在能力がある。農山村地域

におけるムスリムフレンドリー観光の活性化は，ムスリム以外の外国人観光客の受入れの

素地となり得るだけでなく，ゴールデンルートへの観光客の過度な集中によって引き起こ

されるオーバーツーリズムの回避にも貢献するだろう。 

ムスリムフレンドリー観光に関する研究は，Henderson（2016）によるレビュー論文か

らもわかるようにマレーシア，シンガポールのように，東南アジアの中でも民族が混住す

る地域に多く，先進事例の紹介やムスリム観光客のニーズ分析が進められている。他方で，

我が国において，ムスリムフレンドリー観光の取組は始まったばかりであり，こうした取

組を対象とした研究はほとんど行われていない。 

以上を踏まえ，本稿では，日本の農山村におけるムスリムフレンドリー観光の先進的

な事例を取り上げ，取組の背景や取組内容の特徴を比較し，その推進に向けた検討課題を

考察する。具体的な事例対象地域には， 石川県小松市，栃木県佐野市，岡山県岡山市・

吉備中央町（以下，岡山地域とする），熊本県人吉市である。 

まず２．では，特にムスリムが多く含まれている東南アジアからの訪日外国人観光客

数の推移を概観し，ムスリムフレンドリー観光に関する国の施策の動向と，都道府県によ

るムスリムフレンドリー観光に関する施策を概観する。その上で３．では，上記事例対象

地域におけるムスリムフレンドリー観光の取組状況を五つの視点で整理する。最後に４．

では各地域の事例を比較し，その特徴や今後の検討課題を考察する。 

なお，本稿で取り上げた事例のうち佐野市を除く三事例の記述は，寺野ら（2021）を

加筆修正したものである。佐野市については，2020～2021 年にかけてオンラインによる

聞き取り調査を実施した。また，新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大等は，我が国

におけるインバウンドやムスリムフレンドリー観光の推進に大きな影響を与えているが，

本稿ではパンデミック後の状況については取り上げていない。 

 

２．訪日観光客の推移とムスリムフレンドリー観光に関する施策 
 

（１）訪日観光客数の推移 

 日本へのムスリム観光客はその多くを東南アジアからの旅行者が占めている。コロナ禍

以前，訪日観光客数は 521 万人（2003 年）から 3,119 万人（2018 年）へ増加した。その中

で，東南アジア諸国からの訪日観光客数は，近年，2013年の 114万人から 2019年には 383

万に急増している（第 6-1 表）。 
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第 6-1 表 東南アジア諸国からの観光客数推移 

（単位：人） 

 2003 年 2005 年 2010 年 2013 年 2015 年 2019 年 

タイ 80,022 120,238 214,881 453,462 796,731 1,318,977 

シンガポール 76,896 94,161 180,960 189,280 308,783 492,252 

マレーシア 65,369 78,173 114,519 176,521 305,447 501,592 

インドネシア 64,637 58,974 80,632 136,797 205,083 412,779 

フィリピン  137,584 139,572 77,377 108,351 268,361 613,114 

ベトナム 17,094 22,138 41,862 84,469 185,395 495,051 

東南アジア計 441,602 513,256 710,231 1,148,880 2,069,800 3,833,765 

資料：日本政府観光局。 

 

 この背景の一つには，国による観光立国に向けた施策の展開があると考えられる。我が

国においては 2003 年にビジット・ジャパン事業を開始し，観光庁を中心に外国人観光客

の受入に対する環境整備に取り組んできた。具体的には，公共交通機関や観光地における

多言語表示への対応，無線 LAN の普及等，観光インフラの整備である（観光庁，2020）。

一方で，東南アジア諸国からの旅行者が増加した背景には，地方空港への LCC（格安航

空会社）の就航開始や就航便数の増加(2)，東南アジア諸国を対象とした観光ビザ要件の大

幅緩和といった直接的な要因のほか，ここ 10 年の円安という経済動向による間接的な影

響もあると考えられる。 

 

（２）国によるムスリム観光客誘致に関する取組 

こうした状況下において，国はムスリム観光客の誘致と受入体制の整備に関する施策

を展開している。まず観光庁では 2015 年に「訪日ムスリム外国人旅行者受入環境整備等

促進事業」を開始し，食事や礼拝等の環境整備に加え，ムスリム観光客誘致に向けたプロ

モーション活動に取り組んでいる。加えて，同庁では『ムスリムおもてなしガイドブック』

を発行し，飲食店や宿泊施設等のサービス提供者に，実際にムスリム観光客を受け入れる

際の具体的な手順や準備内容を示している。 

ムスリム観光客への対応は，農林水産省においても主に食の分野から進められている。

同省では，ムスリムフレンドリー観光に先立ち，イスラム市場への食品輸出に関する事業

が実施されてきた。その中でハラール食品に係る実態調査や，農林水産物や食品に対する

ハラール認証についての検討が重ねられている(3)。ムスリムフレンドリー観光については，

2016 年に作成された『飲食事業者のためのインバウンド対応ガイドブック』に記述が見

られ，実際にムスリム観光客を受け入れる飲食店や事業者を対象としたセミナーの開催等

にも取り組んでいる。 
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（３）都道府県別ムスリムフレンドリー観光の推進状況 

我が国においてムスリムフレンドリー観光の推進は，自治体や民間事業者等様々な組

織や団体が主導している。その全体状況を把握することは容易ではないが，以下では，自

治体のウェブサイトや新聞記事情報等から得られたデータを基に，さしあたり都道府県に

おけるムスリムフレンドリー観光の推進状況を把握した。 

 

第 6-2 表 都道府県別ムスリムフレンドリー観光に取り組む担当部局 

  

担当部局名 

分野 

観光 商工 農林 企画 
文化・

交流 
その他 

北海道 ・北海道観光振興機構地域支援事業部 1 
     

宮城 ・宮城県食産業振興課 
 

1 
    

秋田 ・秋田県観光文化スポーツ部観光振興課 1 
     

山形 ・山形県観光立県推進課 
      

栃木 ・産業労働観光部国際課 経済・交流担当 1 
     

群馬 ・企画部総合政策室 
   

1 
  

埼玉 ・埼玉県保健医療部 薬務課（化粧品開発） 
     

1 

東京 ・東京都産業労働局観光部受入環境課 1 
     

神奈川 ・神奈川県国際文化観光局 観光部国際観光課 1 
     

新潟 ・新潟県観光局国際観光推進課 

・新潟県国際交流協会 

1 
   

1 
 

富山 ・富山県観光・交通振興局 観光振興室 1 
     

山梨 ・山梨県観光部国際観光交流課 1 
     

長野 ・観光部観光誘客課国際観光推進室 1 
     

岐阜 ・岐阜県商工労働部海外戦略推進課 
 

1 
    

静岡 ・静岡県経済産業部産業革新局マーケティン

グ課 6 次産業推進班 

 
1 

    

愛知 ・愛知県社会活動推進課多文化共生推進室多

文化共生推進グループ 

・愛知県国際観光コンベンション課 

1 
   

1 
 

三重 ・三重県農林水産物・食品輸出促進協議会事

務局 

・三重県農林水産部フードイノベーション課 

・三重県外国人観光客誘致促進協議会事務局 

・三重県雇用経済部国際戦略課  

1 
 

1 
 

1 
 

滋賀 ・滋賀県商工観光労働部商工政策課 
 

1 
    

京都 ・京都府農林水産部農政課 

・京都府農林水産部食の安心・安全推進課 

  
1 

   

鳥取 ・鳥取県交流人口拡大本部観光交流局観光戦

略課 他 

1 
     

広島 ・広島県海外ビジネス課 
 

1 
    

山口 ・山口県観光政策課・観光プロジェクト推進

室・インバウンド推進室 

1 
     

高知 ・公益財団法人 高知県国際交流協会（高知

県国際交流課） 

    
1 

 

熊本 ・熊本県経済観光局観光交流部観光政策課 1 
     

宮崎 ・宮崎県総合政策課 
   

1 
  

沖縄 ・沖縄県文化観光スポーツ部 1 
     

合計担当部署数（計 26 都道府県） 15 5 2 2 4 1 

資料：各自治体のウェブサイト及び農業新聞等の情報を基に，筆者作成。 
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第 6-2 表では，都道府県別にムスリムフレンドリー観光を推進する担当部局を示してい

る。これによると，2020 年現在，北海道から九州・沖縄まで 26 の都道府県が何らかの形

でムスリムフレンドリー観光に取り組んでいる。また，その担当部局は観光分野を中心に，

商工や文化・交流，農林，企画等にわたっている。 

 

（４）事例対象地域と分析項目 

本稿では，農村観光としてムスリムフレンドリー対応を進める地域の事例を取り上げ

る。具体的な事例対象地域は，石川県小松市，栃木県佐野市，岡山県岡山市・真庭市・吉

備中央町（岡山地域），熊本県人吉市の 4 地域である。これらの地域では，ムスリムフレ

ンドリー観光に関する取組を始めた経緯や背景，具体的な取組内容は様々であるが，食や

農泊など，農山村の地域資源を再編し，ムスリム観光客に提供していることに共通点が見

られる。 

以下では，ムスリムフレンドリー観光の取組状況を把握するため，①取組の背景及び

経緯，②ムスリムフレンドリー認証及びガイドライン，③人材育成，④観光客への発信情

報，⑤取組を主導する組織・団体の点から各事例を整理する。具体的には，①については，

ムスリムフレンドリー観光に関する取組の位置づけや事業開始までの経緯を概観する。②

については，自治体や事業者が共有するムスリム観光客を受け入れる際のガイドラインや

認証制度について紹介する。③については，自治体や事業者が開催するセミナーや勉強会

の開催状況を把握する。④については，ムスリム観光客に向けた情報発信の取組を把握す

る。⑤については，ムスリムフレンドリー観光を主導する組織や団体とその役割を記述す

る。 

 

３．事例対象地域におけるムスリムフレンドリー観光の現状 
 

（１）農林水産振興として開始されたムスリムフレンドリー観光の取組： 

石川県小松市 

 

１）取組の背景及び経緯 

 石川県小松市は 2011 年に「国際都市こまつ」を掲げた「NEXT10 年ビジョン」を打ち

出している。その主要な柱は，国際化，交通インフラの整備，農林水産業の振興である。

まず国際化という点では，小松市には製造業関連企業が集積しており，小松製作所を中心

にこれまでも海外からの研修生を数多く受け入れてきた経験がある。そうした地域性を踏

まえ，小松市では，2018 年の公立小松大学開学（国際文化交流学部創設）や 2020 年の東

京オリンピック・パラリンピック開催をさらなる国際化の契機と捉えてきた。また，交通

インフラの整備という点では，空路，陸路双方での整備が進んでいる。小松空港では，旅

客便に国内線 6 路線及び国際線 4路線が定期便として加わり，2024 年には北陸新幹線小松

駅の開業が目指されている。小松市では農林水産業の振興にも力を入れている。特に，同

市は，2011 年に民間団体である環境大国認定委員会（大阪市）が選ぶ「環境王国」に北
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陸地方で初めて認定されたことを契機として，自然環境の保護を図りつつ，農産物のブラ

ンド化や 6 次産業化の取組に力を注いでいる。 

 同市におけるムスリムフレンドリー観光の取組「ムスリムフレンドリーKOMATSU｣(4)

は，「環境王国」の取組の一環として 2016 年 7 月に農林水産課で開始された。同課では，

豊富な農林水産資源が多様な宗教や食習慣を背景とした観光客のニーズに対応可能である

と考えている。国際色豊かな地域性はムスリム対応との親和性が高く，空路・陸路双方に

おける交通インフラの整備は，インバウンド誘致に大きく貢献するという期待もある。 

 

２）ムスリムフレンドリー認証及びガイドライン 

小松市では，食事や礼拝，飲食店におけるサービス内容をまとめた『ムスリムフレン

ドリーKOMATSU おもてなしガイド』を作成している。これは，2015 年に観光庁が発行

し，2018 年に改訂した増補版『ムスリムおもてなしガイドブック』に準拠したものであ

る。同ガイドラインは，「ムスリムの習慣」，「食事」，「礼拝」等から構成され，その中

で，飲食店のメニューや使用されている食材の英語表記，調理方法に関する情報開示を呼

び掛けている。 

ムスリムフレンドリー認証については，「ムスリムフレンドリーKOMATSU 宣言書」が

用いられている。これは小松市が独自に定めたチェック項目のうち，各事業者が店舗や施

設で基準に達した項目についてピクトグラムを用いて情報開示するものである。実施を希

望する事業者は対応可能な事項を市に提出し，市は専門家とともに現地確認を行い，宣言

書を代行作成する。作成された宣言書は事業者に配布されるとともに，市ウェブサイトで

公表される。チェック項目は最大で 11に及ぶ。現在，市内 8か所の飲食店と公共施設（こ

まつ芸術劇場うらら）の計 9 か所が宣言店として指定されている。以上のように小松市で

は，既存の認証制度ではなく，市が定める独自項目への対応情報を公表する形で，ムスリ

ムフレンドリー対応の質を担保している。 

なお小松市では，このほかに，外国人観光客の利便性を高める取組として，飲食店で

のクレジットカード決済の導入を促進している。 

 

３）人材育成 

同市においてムスリムフレンドリー観光を担う人材育成は，「おもてなしセミナー」と

いう講習会形式で実施されている。初回は 2016 年 11 月で，これまで計 3 回実施された。

各回の概要は次のとおりである。 

第 1 回目：ムスリムの基本知識・旅行傾向について 

第 2 回目：イスラム教で禁止されている食材，情報開示方法 

第 3 回目：ムスリム留学生を招いた試食会 

日本の観光・食品産業や食の多様化を得意とするコンサルティング会社から講師を招

へいした初回のセミナーには，市内の飲食店経営者や従業員約 60 名が参加した。イスラ

ム教で禁止されている食材や，情報開示をテーマとした 2 回目のセミナーには，商工会議
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所等から約 40 名の参加が見られた。第 3 回には金沢大学の留学生 10 数名を招いて試食会

が開催された。 

 

４）観光客への発信情報 

現在，小松市役所のウェブサイトには，市内の飲食店 8 店舗と小松市が管理運営する

「こまつ芸術劇場うらら」の礼拝スペースが掲載されている。ウェブサイト上では，各施

設についての基本情報（名称，連絡先，ウェブサイトのリンク等）とともに，ムスリム対

応の具体的な取組内容を示す「宣言書」が公表されている。飲食店には，日本料理店やイ

タリアンレストラン，蕎麦やうどんを提供する食堂のほかに，ベジタリアンやヴィーガン

向けのメニューを提供しているカフェ等も含まれている。こうした活動は小松市のウェブ

サイトだけでなく，イスラム市場に関する情報サイトにも掲載され発信されている。 

 

５）取組を主導する組織と飲食店での取組事例 

小松市では農林水産課が「ムスリムフレンドリーKOMATSU」に関する取組を主導して

いる。以下では，「宣言店」のうち二つの飲食店での取組を紹介する。 

最初に，「小松うどん道場つるっと」は，JR 小松駅の高架下でうどんや郷土料理を提供

する飲食店である。同店は，2018 年 2 月に宣言書を掲げ，「ムスリムフレンドリー

KOMATSU」に参加した。具体的な取組としては，店内でのメニュー標記に英語とアラビ

ア語を用いていること，調理の際に出汁の取り方を工夫していること（イスラム教で禁忌

とされている豚肉を厨房に持ち込まない，みりんの不使用を徹底する）等が挙げられる。

もっとも同店では，宣言書を掲げる以前から，客の要望を受けて調理方法を変更する経験

は少なくなかった。その点では，ムスリム，非ムスリムを問わずできる限り個別の要望に

も応えるという基本的な姿勢は一貫している。 

 
第 6-1 図 小松市ムスリムフレンドリー宣言書 
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次に，自家製麺を使用したラーメンや餃子を店内で提供及び持ち帰り商品として販売

する「よっしー製作所」は，2006 年に開業した。同店は，当初から素材や味付けにこだ

わり，多様なニーズに応えたいとムスリムだけでなく，ベジタリアンやヴィーガン向けの

メニューを開発してきた。特に，ムスリムについては，戒律に最も厳格な層に対応できる

ように基準を設定している。「ムスリムフレンドリーKOMATSU」には 2018 年 2 月に参加

した。市の事業によってムスリムフレンドリーという概念を初めて知った店主は，自ら宣

言店として手を挙げた。宣言書の記載内容について，例えば，当店では使い捨て容器を使

用し，アルコールを提供した食器を使わず飲食ができると書かれている（第 6-1 図）。こ

れは，一度でもアルコール飲料を提供したグラスを使用することを倦厭
けんえん

するムスリムの規

範に配慮したものである。 

 

（２）スポーツを核としたムスリムフレンドリー観光の推進：栃木県佐野市 

 

１）取組の背景及び経緯 

 栃木県佐野市では「両毛ムスリムインバウンド推進協議会」が中心となって，ムスリム

フレンドリー観光に取り組んでいる。同協議会は 2015 年 11 月に佐野市を含む両毛地区

で，ムスリムフレンドリー観光に関わる民間事業者によって設立された。2021 年の調査

時には 18 団体が加盟している。2016 年，佐野市の「訪日ムスリムインバウンド推進事業

～Muslim Welcome Town SANO～」が地方創生加速化交付金事業に採択され，2020 年まで

交付されていた。佐野市，両毛ムスリムインバウンド推進協議会，ジャパンハラルツアー

（日本及びインドネシアでインバウンド事業や訪日外国人向けのプロモーション事業を実

施する J HTC JAPAN 株式会社の子会社）でムスリムフレンドリー観光の推進に関する覚

書を締結した。 

 佐野市においてムスリムフレンドリー観光は，スポーツ振興を通したまちづくりとして

の延長線上に展開している。日本クリケット協会本部・国際規格のクリケット場がある佐

野市では，クリケットを積極的に誘致しており，「クリケットのまち佐野市」をスローガ

ンに，クリケット場の整備や国内外での大会の誘致，イベント開催等を行ってきた。クリ

ケットは特に南アジアでの競技人口が多く，ムスリムからの人気も高いスポーツである。

そのため，全国大会や国際大会には国内外のムスリムが佐野市に集い，周辺の飲食店等で

は必然的にムスリムへの対応が求められていた。こうした経験が，後述のような佐野市に

おける飲食店を中心としたムスリムフレンドリー観光推進の基盤となっている。 

 

２）ムスリムフレンドリー認証及びガイドライン 

 佐野市ではムスリムフレンドリーに関するガイドラインや認証制度は設けていない。た

だし，後述の観光ガイドブック（「ムスリム向け観光ガイド佐野マップ」）の一部には，ム

スリム観光客に向けた情報が発信されている。 
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３）人材育成 

 佐野市では，人材育成に関する取組として，フォーマルな勉強会とインフォーマルな情

報共有が見られる。前者については，佐野市が飲食事業者を対象とした料理教室や，市職

員がムスリムの食や習慣，文化に関する知識を得るための勉強会を開催している。後者に

ついては，地域おこし協力隊の活動を通した関係者への知識や経験の共有が当てはまる。

2020年に採用された地域おこし協力隊は，Youtube や SNSを活用して佐野市のインバウン

ド誘致に関する取組を積極的に発信している。 

 

４）観光客への発信情報 

 ムスリム観光客に向けた情報発信は，佐野市，両毛ムスリムインバウンド推進協議会，

地域おこし協力隊等により行われている。まず佐野市では，市役所ウェブサイトに「ムス

リム佐野観光 PR 動画(PR video of Sano City for Muslim)」を掲載し，都心から佐野までの

アクセスや市内の観光スポットを紹介している。このほかに，観光立市推進課の SNS 

（Twitter・facebook）や Youtube を通して，観光情報が定期的に発信される。両毛ムスリム

インバウンド協議会では両毛地域の観光スポットや飲食店，土産物屋等を英語表記で紹介

する「ムスリム向け観光ガイド佐野マップ」を作成・配布している。その中には，モスクや

礼拝所に関する情報も記載されている。このほかに，前出の地域おこし協力隊は，

Youtubeや各種 SNSを通じて，観光客に向けた情報発信も行っている。市の観光コンテンツ

やクリケットを中心とした関連イベントの様子等，ライブ感のある動画が発信されている。 

 

５）取組を主導する組織・団体 

佐野市においてムスリムフレンドリー観光は行政主導ではなく，佐野市街地にある飲

食店が中心となって開始された。その中心メンバーは，ラーメン店「日光軒」の経営者

で，両毛ムスリムインバウンド推進協議会の会長でもある五箇大成氏である。同氏は 10

年以上前からムスリム向けのラーメンや餃子を提供しており，現在は 1 日に 150 人以上の

外国人客が来店している。同氏の活動は自身の飲食店経営にとどまらない。佐野市在住の

ムスリムやその他外国人居住者への生活支援や，地元住民との交流活動などを主導してき

た。こうした活動の経験や蓄積が両毛ムスリムインバウンド推進協議会の発足につながっ

た。 

他方，行政の立場からムスリムフレンドリー観光を推進しているのは佐野市観光立市

推進課である。具体的な事業内容は，第一に，佐野市では，ムスリム観光客の新規開拓の

ため，インドネシアから現地旅行事業者やメディア，インフルエンサー等を誘致するファ

ムトリップを計画・実施している。第二に，前述のとおり，佐野市では 2020 年にインバ

ウンドの誘致や両毛ムスリムインバウンド推進協議会の活動支援を任務とする地域おこし

協力隊員 1 名を初めて採用した(5)。第三に，佐野市では，同じく前述のとおり，ムスリム

フレンドリー観光に取り組む人材を育成するための勉強会を開催している。第四に，同じ

く前述のとおり，観光客に向けた情報発信を行っている。 
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（３）ヘルスツーリズムとして開始されたムスリムフレンドリー観光の取組： 

岡山県岡山市・真庭市・吉備中央町 

 

１）取組の背景及び経緯 

岡山県では岡山市とその近隣の真庭市及び吉備中央町との広域連携により，ムスリム

フレンドリー観光を推進している。岡山県は中四国地方の他県に比べ，外国人宿泊者数が

少なく，その誘致が課題となっていた。その際，ターゲットとなったのがムスリム観光客

であった。岡山県の外国人観光客に占めるムスリムの割合は 1％強に過ぎず，受入体制の

整備が不十分であった。そのため，同地域では他地域に先行し，ムスリム観光客の誘致や

それに向けた統一的な対応を図ることが，インバウンドの活性化策として期待されたので

あった。 

同地域において，ムスリムフレンドリー観光の取組を主導しているのは，2 市 1 町の旅

行業者，飲食店業者，研究機関等を構成員とする「岡山型ヘルスツーリズム連携協議会」

である。同協議会は，2016年 8月に地域再生法による地域再生計画「岡山型国際対応ヘル

スツーリズム拠点化促進プロジェクト」の認定を契機として発足した。岡山型ヘルスツー

リズムは，「『健やかに楽しむ』をテーマに，どんな国籍のお客様にも岡山を楽しんでいた

だくためのプロジェクトとして，「郷土文化や健康志向をテーマにした体験メニュー」を

取り入れたツーリズムの構築や，2 市 1 町における受入体制の整備を目指す取組である(6)。

具体的な取組内容は，ムスリムフレンドリー観光に取り組む事業者向けに対応のポイント

をまとめた「おもてなしハンドブック」の作成及び配布，旅行者向けの観光ガイドブック

やパンフレットの作成及び配布，宿泊事業者を対象とした研修会の開催，インバウンドツ

アーの企画，現地旅行事業者を招いたファムトリップの開催，マレーシアやインドネシア

で開催される旅行博や商談会への参加（各国年 1～3 回程度）等，多岐に及んでいる。 

 

２）ムスリムフレンドリー認証及びガイドライン 

岡山型ヘルスツーリズム連携協議会では，ハラール認証を行う認証団体の監修を受け，

「ピーチマーク」によるムスリムフレンドリー認証制度を独自に創設している。ピーチマ

ークの認証基準は 2 段階に分けられており，英語メニューや豚肉や豚由来の成分を含まな

い食品を提供している場合には「ピーチマークⅠ」に，さらにノンアルコールやハラール

認証肉を使用したメニューを提供している場合には「ピーチマークⅡ」が与えられる（第

6-3表）。ピーチマークの取得を希望する飲食店や観光事業者は，申請書を作成し協議会事

務局に提出する。事務局の訪問監査と協議会での承認を経て，ピーチマークの認定に至る。

2020 年 4 月の時点で，「ピーチマークⅠ」は計 45 の事業者が，「ピーチマークⅡ」は 12 の事

業者がそれぞれ認定されている。ピーチマークは，ムスリムが避けるべきものを視覚的に

判断することができるように，県の特産物である桃のイラストをロゴマークとしている。 
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３）人材育成 

岡山型ヘルスツーリズム連携協議会では，訪日観光客を現地案内するためのツアーア

シスタントの登録制度を設けている。登録者には，英語力のある主婦や通訳を本職とする

者がおり，ムスリムフレンドリー観光について学ぶ研修を受講することになっている。 

 

４）観光客への発信情報 

岡山型ヘルスツーリズム連携協議会のウェブサイト（OKAYAMA Health TOURISM）で

は，2市 1町の観光情報を「ACTIVITY」「FOOD」「STAY」「SOUVENIR」に分け掲載して

いる。またウェブサイトには“MUSLIM FRIENDLY TRAVEL TOURIST GUIDEBOOK2021”

と称する観光ガイドブックが掲載されており，ダウンロードすることができる。ガイドブ

ックは 28 ページにわたり，各地域での観光情報やモスクや礼拝スペースの案内等が掲載

されている。特に観光情報の大半には，ムスリムによる実際の体験談が写真付きで掲載さ

れている点に特長が見られる。このほかに，岡山型ヘルスツーリズム連携協議会では，留

学生を対象にモニターツアーを実施し，体験談を SNS で発信する取組も行っている。 

 

第 6-3 表 岡山型ヘルスツーリズム連携協議会によるピーチマーク認証の概要 

 認証基準 認証事業者数 

（2020 年 4 月現在） 

ロゴ（ピーチマーク） 

ピーチマークⅠ ・英語メニューの提供 

・豚肉や豚由来の成分を

含まない食品の提供 

宿泊施設14 

飲食店  28 

製造業   3 

 

ピーチマークⅡ ・ノンアルコールの提供 

・ハラール認証肉を使用

したメニューの提供 

宿泊施設 1 

飲食店   1 

製造業  10 

 

 

資料：Okayama Health Tourism（URL:  https://okayamahealthtourism.com/）。 

 

 

５）取組を主導する組織・団体 

前述のとおり，同地域の広域連携において中心的な役割を果たしているのは，「岡山型

ヘルスツーリズム連携協議会」である。岡山市が事務局を運営し，2019年 3月末現在，飲

食や宿泊事業者等，42 団体で構成されている。 

3 市町のうち吉備中央町では，「吉備中央町農家民宿推進協議会」を設立し，農家民宿

を中心としたムスリムフレンドリー観光に取り組んでいる。町内には 2021 年 2 月現在，
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10 軒の農家民宿が営業している。各民宿ではムスリム観光客の受入れに際し，ムスリム

向けの食材や調味料，礼拝マット，コンパス等を準備する。受入人数及び期間は一回当た

り 4 名前後を上限に，最長 2 週間を目途とし，食事の準備はムスリム旅行者も一緒に行う

こととしている。一方で，宿泊客の予約や問合せには，吉備中央町協働推進課が窓口とな

り対応する。 

このうち開業 2 年目の農家民宿Ａでは，年間の宿泊者数が 2018 年の年間 50～60 人程度

から，2019年の 120人に倍増した。背景には，吉備中央町農家民宿推進協議会からのムス

リムや台湾からの観光客のあっせんがあった。現在では，宿泊者の半数近くを外国人観光

客が占めている。農家民宿Ａでは以前から弁当の製造・販売業を営んでいる。農家民宿で

のムスリムへの対応においては，アレルギーの有無や客層に応じて，食材の調達や選定に

配慮してきた，これまでの経験が生かされている。 

 

（４）農村ツーリズムとしてのムスリムフレンドリー観光の推進：熊本県人吉市 

 

１）取組の背景及び経緯 

熊本県人吉市では，2015 年に「人吉ハラール促進区実現のためのハラール“おもてなし”

構築事業」が開始された。同事業は，地域再生計画法に基づく再生計画に位置づけられ，

市が主導してムスリムを含めた東南アジアからの観光客誘致に取り組んできた。その中で

同市は，地域活性化のためのプラットフォーム構築に貢献する好事例として，市内でハラ

ール認証を取得した牛肉を製造・販売する「ゼンカイミート株式会社」等とともに，内閣

府によって選定されている。 

同市におけるムスリムフレンドリー観光に関する取組は，2012 年の内閣府補助事業

「人吉市特定地域再生事業『地域起点型アジア市場の研究プロジェクト』」に端を発する

ものである。同事業において人吉市は，企画政策部企画課が中心となって，「ハラール促

進区」の構築を目指し，ハラール市場の動向や，国内に在住するムスリムを対象とした調

査研究を実施した。しかし，その後の市政転換により，その構想に大きな前進は見られな

い。とはいえ，自治体が中心となったこうした試みは全国でも珍しく，同市においてムス

リムフレンドリー観光が展開する原動力となった。 

 

２）ムスリムフレンドリー認証及びガイドライン 

人吉市では 2015 年に，市が中心となって「人吉市流ムスリムフレンドリー“おもてなし”

ハンドブック」（第 6-2 図）を作成した。ここでは，ムスリムに関する基礎知識や，ムス

リムを迎えるに当たって配慮すべきことが「食」，「礼拝」，「習慣・マナー」に分け記述さ

れている。人吉市では，ムスリムフレンドリーに関する認証制度やガイドラインは設けら

れておらず，同ハンドブックは各事業者の取組に際し，最低限の基準を示すものとなって

いる。 
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第 6-2 図 「人吉市流ムスリムフレンドリー“おもてなし”ハンドブック」 

 

３）人材育成 

人吉市では取組が開始された 2015 年当初，市が中心となってムスリムやその食習慣を

理解するための勉強会が開催されていた。現在はムスリムフレンドリー観光に従事する農

泊事業者による自主的な勉強会や情報交換会が毎月開催されている。その中心は，自身も

農家民宿や農家レストランを経営し，後述する「一般社団法人隠れ里ひとくまツーリズム」

代表の本田節氏である。勉強会のテーマは，イスラム文化やハラールについての基礎知識

から外国語会話（英語及びマレー語等），郷土料理に関する学習等多岐にわたる。本田氏

は，在住ムスリムにも協力を求めている。例えば団体客を受け入れる際には，事前に地元

国立大学の留学生を講師に招き，農泊事業者や地域の通訳ボランティアが日常会話や食文

化について学習する場を設ける。ここで学んだ農泊事業者通訳ボランティアがツアーガイ

ドの役割を担っている。 

 

４）観光客への発信情報 

観光客に対する情報発信についても，「一般社団法人隠れ里ひとくまツーリズム」が中

心的な役割を担っている。多言語対応のパンフレットの作成・配布や，Facebook 等 SNS

を通じた情報発信が積極的に行われている。代表の本田氏はメディアを通じた広報活動や

書籍の出版を通した普及活動にも熱心に取り組んでいる。 

 

５）取組を主導する組織・団体 

 上述のとおり，人吉市では，事業開始当初は市がムスリムフレンドリー観光の推進にお

いて主導的な役割を担っていた。その後，徐々に現在のような民間事業者に主導権が移行

していった。その中でも農泊事業において中心的な役割を担っているのは，「一般社団法

人隠れ里ひとくまツーリズム」（以下，ひとくまツーリズム）である。ひとくまツーリズ

ムは，2019 年に前身の「人吉球磨グリーンツーリズム推進協議会」（2007 年設立）が法人
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化したもので，地域活性化を目的として農村観光に取り組んでいる。同法人は法人化を契

機に，行政主導の運営方法から転換し，現在は 20 名の農泊実施者やその他協力者によっ

て誘客や研修事業を実施している。 

ひとくまツーリズムの代表を務める本田節氏は，人吉市で農家レストラン「郷土の家

庭料理 ひまわり亭」を経営し，九州の農山漁村で持続可能なツーリズムによる地域づく

りや，国内外の観光客の誘致に取り組む「一般社団法人ムラたび九州」の代表も務める，

九州地方における農村ツーリズムを牽引する存在である。 

人吉球磨地域（人吉市を含む 10 市町村）(7)では，これまでも広域で農泊事業に取り組

んできた。近年，農泊を実施する世帯はピーク時の 33 世帯から 20 世帯に減少している。

一方で，ひとくまツーリズム（当時の人吉球磨グリーンツーリズム推進協議会）では，

10 年ほど前から外国観光客の個人旅行や団体旅行を積極的に受け入れてきた。ムスリム

の受入れは，2019 年に（株）農協観光と共同で実施した，東南アジアからの観光客を対

象とした 2 度のモニターツアーが最初であった。プログラムには泊食分離の形態が採用さ

れ（各世帯での宿泊及び朝食を除く），タケノコ掘りや夕食作り等は，代表の本田氏が古

民家を改修し整備した宿泊型交流施設「食・農・人総合研究所リュウキンカの郷」で行わ

れた。ひとくまツーリズムでは，今後も，これまでの外国人観光客の受入れで培った知識

や経験を活かし，ムスリム観光客を積極的に受け入れていきたいと考えている。 

 

４．考察 
 
（１）事例対象地域における取組内容の比較 

これまでムスリムフレンドリー観光を推進している農山村地域での先進的な事例を取

り上げ，そこでの取組内容を①取組の背景・経緯，②ムスリムフレンドリー認証・ガイド

ライン，③人材育成，④観光客への発信情報，⑤取組を主導する組織・団体の各点から把

握した。第 6-4 表は，それらを改めて整理したものである。以下では，最初に各地域の取

組内容を比較しながら，それぞれの特徴を明らかにし，その上で，今後，各地域において

ムスリムフレンドリー観光を更に普及するための課題を検討する。 

 

１）取組の目的・経緯 

 事例対象地域において，ムスリムフレンドリー観光に関する取組はインバウンドの推進

やそれを通した地域振興が目指されている点で共通していた。また取組の開始時期は，人

吉市を除き，いずれも 2015～2016 年頃で，観光庁がムスリムフレンドリー観光に関する

事業を開始した時期と対応している。小松市を除く 3 地域では，国の地方創生に係る事業

の活用が見られた。 
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第 6-4 表 各地域におけるムスリムフレンドリー観光の取組状況 

資料：筆者作成。 
注．「―」は該当なしを示す。 

  

 
石川県小松市 栃木県佐野市 

岡山県岡山市・真庭

市・吉備中央町 
熊本県人吉市 

取組の目的・経緯 国際化，農林水産振

興（農産物のブラン

ド化，6 次産業化） 

・2011年「国際都市

こまつ」 

・2011 年「環境王

国」認定 

・2015年「ムスリム

フ レ ン ド リ ー

KOMATSU」 

・2018年，公立小松

大学国際文化交流学

部創設 

インバウンド推進，

スポーツによるまち

づくり 

・2015年「両毛ムス

リムインバウンド推

進協議会」発足 

・2016年，地方創生

加速化交付金事業

「訪日ムスリムイン

バウンド推進事業」 

・2020年，地域おこ

し協力隊採用（イン

バウンド推進担当） 

ヘルスツーリズムに

よるインバウンド推

進 

・2016年「岡山型ヘ

ルスツーリズム連携

協議会」発足 

・2016年，地域再生

計画「岡山型国際対

応ヘルスツーリズム

拠点化促進プロジェ

クト」  

ハラール促進区の実

現，農村ツーリズム

として 

・2012年「人吉市特

定地域再生事業」 

・「人吉ハラール促

進区実現のためのハ

ラール“おもてな

し”構築事業」 

・2015年「地域資源

を活かした人吉ハラ

ール促進区を実現す

るための地域再生計

画」 

・2019年，一般社団

法人隠れ里ひとくま

ツーリズム設立  

ムスリムフレンドリ

ー認証・ガイドライ

ン  

『おもてなしガイ

ド』の作成，ムスリ

ムフレンドリー宣言

店の認定 

― 

『おもてなしハンド

ブック』の作成，ピ

ーチマークによる認

証 

『おもてなしハンド

ブック』の作成  

人

材

育

成 

研修会開催 「おもてなしセミナ

ー」（小松市） 

飲食店を対象とした

料理教室（佐野市） 

ツアーアシスタント

を対象とした研修会

（岡山型ヘルスツー

リズム連携協議会） 

勉強会（人吉市，一

般社団法人隠れ里ひ

とくまツーリズム） 

専門家・外部

講師招へい 

コンサルティング会

社 
― 

ムスリムフレンドリ

ー認証団体 
地元大学の留学生 

手引き作成 『おもてなしガイ

ド』 
― 

『おもてなしハンド

ブック』 

『おもてなしハンド

ブック』 

ツアーアシス

タント養成 
― 

地域おこし協力隊の

採用 

ツアーアシスタント

登録制度 

農泊事業者や通訳ボ

ランティアの養成 

観

光

客

へ

の

情

報

発

信 

観光ガイドの

作成・配布 

ウェブサイトで宣言

店紹介（小松市） 

ウェブサイトにムス

リム向け観光ガイド

マップを掲載（両毛

ムスリムインバウン

ド推進協議会） 

ウェブサイトにガイ

ドブックを掲載（岡

山型ヘルスツーリズ

ム連携協議会） 

ウェブサイト（一般

社団法人隠れ里ひと

くまツーリズム） 

SNS 等での情

報発信 

情報サイト（Salam 
Groovy Japan） 

観 光 PR 動 画 ，

Twitter,Facebook（佐

野市） 

留学生を対象とした

モニターツアー 

ウェブサイト（一般

社団法人隠れ里ひと

くまツーリズム） 

多言語対応 あり あり あり あり 

取組を主導する組

織・団体 

行政 

（小松市農林水産

課） 

民間事業者による協

議会（両毛ムスリム

インバウンド推進協

議会） 

行政・民間事業者に

よる協議会 

（岡山型ヘルスツー

リズム連携協議会） 

民間事業者による法

人組織（一般社団法

人隠れ里ひとくまツ

ーリズム） 
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取組を開始した経緯や，ムスリムフレンドリー観光に関する事業の位置づけは地域に

よって様々であった。事例対象地域のうち小松市では，唯一，ムスリムフレンドリー観光

に関する取組が農林水産業の振興策として位置づけられていた。小松市では，食のブラン

ド化や 6 次産業化等の農林水産業の振興とともに国際化が市の長期計画の柱とされている。

ムスリムフレンドリー観光の推進は，こうした市の長期計画を基盤に，両者にまたがる取

組として展開している。佐野市及び岡山地域は，インバウンド推進の一環として，特にム

スリム観光客の誘致に注力する地域である。このうち佐野市は，それ以前からクリケット

の大会やイベントを通して国内外からムスリムが来訪し，飲食店等ではムスリムフレンド

リーの取組が求められ，独自に対応してきた。佐野市がインバウンド事業においてムスリ

ムに着目した理由は，こうした流れを受けたものである。他方，岡山地域においては，近

隣観光地との差別化の手段としてムスリム観光客の誘致が開始された。その際，これら取

組を推進する際の枠組みとして用いられたのが，多様な国籍，健康志向，郷土文化等をキ

ーワードとする「ヘルスツーリズム」であった。人吉市は，4 地域の中で最も早くムスリ

ムフレンドリー観光の取組を開始した。人吉市の「ハラール促進区」構想は，誘客やプロ

モーション等の観光振興にとどまらず，雇用の創出や人口還流を企図するものであった。

その後の市政転換によって，当初の目的は必ずしも達成されていないが，農村ツーリズム

に取り組む事業者において，ムスリムフレンドリー観光の取組が着実に広がっている。 

 

２）ムスリムフレンドリー認証・ガイドライン 

事例対象地域において，ムスリムフレンドリーの認証やガイドラインに関しては 4 通り

の対応が見られた。第一は，基準を独自に設定した認証制度を設けている地域で，岡山地

域がこれに当たる。同地域では，岡山型ヘルスツーリズム連携協議会がムスリムフレンド

リーに関する二段階の基準を設定し，それを満たした事業者にピーチマークを付与してい

る。第二は，認証制度は設けていないが，事業者が開示したムスリムフレンドリーに関す

る取組を自治体が認定する地域で，小松市の「ムスリムフレンドリー宣言店」認定の取組

がこれに当たる。第三は，自治体や協議会がムスリム観光客への対応マニュアルを作成・

公表し，それが事実上ムスリムフレンドリーに取り組む際の一定の基準として機能してい

る地域である。名称は『おもてなしガイド』（小松市）,『おもてなしハンドブック』（岡

山型ヘルスツーリズム連携協議会），『おもてなしハンドブック』（人吉市）と様々である

が，その内容はいずれも観光庁の『ムスリムおもてなしガイドブック』に依拠している。

ここで示されている情報は，ムスリムフレンドリー観光に取り組む関係者間で共有されて

いる。第四は，ムスリムフレンドリー認証やガイドラインに関する取組が特段行われてい

ない地域で，佐野市がこれに当たる。 

4 地域ではいずれも，外部の認証団体が基準を定めた認証制度の導入は見られず，既存

の認証取得にはこだわらないムスリムフレンドリー観光のあり方が模索されている。その

際，重要な役割を果たしているのが在住ムスリムや観光客との直接的なコミュニケーショ

ンの経験であった。 
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３）人材育成 

人材育成に関する取組は，研修会の開催，専門家や外部講師の招へい，手引きの作成，

ツアーアシスタントの養成に大きく分けられる。このうち研修会については，いずれの地

域においても各地域で取組を主導する組織が中心となって取り組まれている。その際，佐

野市を除く 3 地域では，ムスリムフレンドリーに詳しいコンサルティング会社の社員や，

地元大学に通う留学生ムスリムに講師を依頼している。また認証制度を創設する際にムス

リムフレンドリーの認証団体から助言を得ている地域も見られる（岡山地域）。 

 

４）観光客への情報発信 

ムスリム観光客への情報発信については，観光ガイドの作成・配布，SNS等での情報発

信が取組の中心であった。いずれの地域においても多言語対応が進んでいる。このうち

SNS での情報発信においては，留学生や地域おこし協力隊等の人材が活用されている。 

 

５）取組を主導する組織・団体 

各地域において取組を主導する組織や団体は，大きく 3 タイプに分けられる。具体的に

は，①自治体が取組を主導している地域（小松市），②民間事業者による協議会や法人組

織が取組を主導している地域（佐野市，人吉市），③官民一体型の組織が取組を主導して

いる地域（岡山地域）である。①の自治体主導の地域では，ムスリムに対応する事業者や

情報のとりまとめ，人材育成，情報発信等が自治体主導で行われ，事業者は自治体と直接

コンタクトを取る形で取組に参加している。事業者は個別にムスリムフレンドリー観光に

取り組み，事業者が連携した取組は見られない。②の民間事業者主導の地域では，ムスリ

ムフレンドリー観光に関する事業の開始当初こそ自治体が取組を主導するものの，その後

は民間事業者を構成員とする協議会や法人組織に取組の主導権が移行している。これら組

織ではいずれも，地域リーダーによる強力なリーダーシップの発揮が見られた。③の官民

一体型の組織が取組を主導している地域では，複数の自治体から，飲食店や農泊事業者等

の異なる分野の事業者が参加している。協議会ではムスリムフレンドリーに関する独自の

認証基準を設け，それを共有する構成員はゆるやかなネットワークを構築していた。 

 

（２）今後の検討課題 

以上の事例分析の結果を踏まえ，最後に，我が国の農山村においてムスリムフレンド

リー観光を普及・推進するために検討すべき課題を三点にまとめる。 

第一は，地域に応じた行政と民間事業者との役割分担に関する検討である。本稿の事

例分析から，ムスリムフレンドリー観光の取組を主導する組織や団体は地域によって異な

っていた(8)。一方で，（１）の５）で指摘した三つのタイプのいずれの地域においても，

ムスリムフレンドリー観光の推進において行政の関与が不可欠であった。各地域では，自

治体と民間事業者がそれぞれムスリムフレンドリー認証やガイドラインの策定，人材育成

や情報発信に関する取組の一部を分担，共有しながら，ムスリムフレンドリー観光を推進
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していた。本稿では詳細に分析できなかったが，両者の具体的な役割分担やその中で行政

に求められる役割は，地域の条件やそれによって生じる課題等に応じて様々であると考え

られる。例えば，タイプ②の民間事業者が取組を主導する地域では，地域リーダーの強力

なリーダーシップのもと取組が実施され，その中で行政は後方から取組を支援している。

こうした地域では，一般に取組が地域リーダーの有する社会関係資本に左右される傾向が

見られる。他方，タイプ①の行政主導の地域では，今後，事業者が個別に蓄積してきた経

験やそれに基づき形成された理念を，参加者間で共有していくことが，取組のさらなる普

及に不可欠であろう。 

第二は，我が国のムスリムフレンドリー観光に関するニーズ分析である。事例対象地

域において，ムスリムフレンドリー観光は，例えばクリケット（佐野市）やヘルスツーリ

ズム（岡山地域）といった様々な地域資源との結びつきが，宣伝・普及されていた。これ

らはどのようなメディアを媒介し，どのように潜在的なムスリム観光客の掘り起こしにつ

ながっているのか。そこには，ムスリムが有する我が国の農山村に対する期待とどのよう

な一致あるいはズレが見られるのか。ムスリムフレンドリー観光を取り巻く，メディアや

言説，地域資源等との視点で，ムスリムフレンドリー観光に関するニーズ調査・分析が求

められる。 

第三は，ムスリムフレンドリー観光の推進における，ムスリムへの配慮やハラール性

の担保に関する検討である。本稿の事例対象地域においては，人吉市や佐野市を除き，ム

スリムフレンドリーの基準を示すためのガイドラインや認証が何らかの形で示されていた。

他方で，既存のハラール認証制度の利用はいずれの地域においても見られなかった。我が

国の農山村においては，現状では完全なハラール対応は難しく，過渡的な対応と捉えるこ

とができる。今後，農山村においてムスリムフレンドリー観光を更に普及拡大していくた

めには，どの程度，どのようにハラール性を担保する必要があるのか。この点については，

地域の状況やムスリムのニーズに合わせて，更に検討する必要がある。 

 

注（1）MS(マレーシア規格)を管理する SIRIM QAS (SIRIM QAS International Sdn. Bhd.)。 

（2）国土交通省「我が国における LCC の参入促進」(https://www.mlit.go.jp/koku/koku_tk1_000025.html) 最終アクセ

ス 2020 年 8 月 15 日），外務省（2020）「最近のビザ緩和（一般旅券所持者）」。 

（3）農林水産省（2018）「平成 30 年度輸出環境整備推進委託事業のうちハラール支援事業報告書」

(https://www.maff.go.jp/j/shokusan/kikaku/index.html) （2020 年 8 月 15 日参照）。 

（4）小松市（2018）「ムスリムフレンドリーKOMATSU」 

https://www.city.komatsu.lg.jp/soshiki/nourinsuisan/kankyououkokukomatsu/3468.html （2020 年 8 月 15 日参照）。 

（5） 2021 年 3 月に退任予定。 

（6）岡山型ヘルスツーリズム協議会“OKAYAMA Health TOURISM”  

http://okayamahealthtourism.com/ja/about-us/ （2021 年 3 月 8 日参照）。 

（7）人吉球磨地域の 10 市町村とは，西エリアの山江村，球磨村，人吉市，中央エリアの五木村，相良村，あさぎ

り町，錦町，東エリアの水上村，湯前町，多良木町を指す。 
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（8）地理的条件とムスリムフレンドリー観光の取組状況との関係については，寺野ら（2021）において検討した。 
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